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2022 年 9 月 21 日 

パーソルチャレンジ株式会社 
 

パーソルチャレンジ、「企業の障害者雇用における課題と対策」を調査 

雇用課題 1 位「採用時の能力や適性把握」56.3％、従業員規模問わず半数超える 

 
総合人材サービスのパーソルホールディングス株式会社（本社：東京都渋谷区、代表取締役社長 CEO：和田

孝雄）の傘下で障害者雇用支援事業を手掛けるパーソルチャレンジ株式会社（本社：東京都港区、代表取締

役：井上 雅博）は、2022年8月、障害者雇用に取り組む企業の担当者を対象に、「障害者雇用の取り組みと成

果に関する調査」を実施しました。 

本ニュースリリースでは、障害者雇用に取り組む企業が抱える雇用課題と具体的な対策について、業種や従

業員規模、役職別の傾向とともに結果を発表いたします。 

 

<調査概要> 

調査名 障害者雇用の取り組みと成果に関する調査 

調査方法 自社取引先に対するインターネットリサーチ 

調査対象 障害者雇用を実施している全国の企業担当者 

調査期間 2022年8月22日（月）～8月28日（日） 

有効回答数 389人 

実施主体 パーソルチャレンジ株式会社 

※本調査を引用いただく際は出所を明示してください。 

記載例：パーソルチャレンジ「障害者雇用の取り組みと成果に関する調査」（2022年9月発表） 

 

調査概要 

●障害者雇用の課題、1位は「採用時の適性や能力の把握」（56.3％）、2位「配属現場の受け入れ、雇用管理上

の負担増」（47.6％）、3位「理解促進」（46.5％）。業種別では金融業が、従業員規模では200名以上をボーダ

ーラインに傾向異なる。【図１】 

 

●障害者雇用の課題に対する取り組み、「仕事の配分・業務内容への配慮」が最多（58.1％）、以下「業務内容

の明確化」「面談の実施」と続く。ITや金融業などは「障害者専門のエージェント活用」が高く、経営層は「能

力発揮のための機会創出」に取り組むと回答（いずれも＋10pt）。【図２】 

 

●障害者雇用を促進するために活用した既存の制度や取り組み、1位「相談窓口の設置」が最多。2位「正社員

登用制度」、「3位「テレワークの活用・推進」においては、従業員規模「1001人以上」の企業、いずれも4割

を超える。【図３】 
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1. 障害者の雇用課題（最大5つまで） 

 

1位「採用時に適性や能力を把握できるか」（56.3％）が最多。2位「配属現場の受け入れ、雇用管理上の負担

増」、3位「理解促進（配属現場、経営層、親会社やグループ等）」。業種別では金融業が、従業員規模では200

名以上をボーダーラインに傾向異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者雇用の課題は、1位「採用時に適性や能力を十分把握できるか」（56.3％）が最多となり、2位「配属

現場の受け入れ、雇用管理上の負担増」（47.6％）、3位「理解促進（配属現場、経営層、親会社、グループ

等）」（46.5％）、４位「新たな職域、業務の創出」（45.8％）などが4割を超え、5位「障害者の採用における量

的・質的確保（母集団形成、求める人材の確保）」（29.8％）が続きました。 

 

上位３つの業種「メーカー（n=94）」、「IT/通信（n=53）」、「金融（n=41）」のうち、「金融業」に着目する

と、「採用時の能力や適性把握」や「（グループ、社内ステークホルダー）理解促進」などが、平均値<＋10pt

以上>となっています。コメントでは「大量のデータ入力業務は、RPAで代用しておりDX関連で業務内容の激

変が予想される中、自己の特性を理解し状況に応じて対処できる人材を求めるため、適性や能力把握が従来以

上に重要度を増している（金融/1001人以上/課長）」といった声があり、求める人材要件や給与水準の高さに

よって能力や適性把握が難しいという背景がありそうです。 

一方、「現場の負担増」は平均値<－10pt以上>となっています。上位の他の業種と比べ、全国にある支店の

規模が大きく業務がマニュアル化されていることや、変化の少ない業務を任せられる環境があることが要因だ

と考えられます。他にも、「金融n=41」の回答者を役割別でみると、「障害者専任の採用担当（22.0％）」（メ

ーカー13.8％、IT/通信：3.8％）、「ダイバーシティ推進者（7.3％）」（メーカー3.2％、IT/通信5.7％）、「現場

マネージャーや教育係（7.3％）」（メーカー2.1％、1.9％）となり、障害者が活躍できる環境や体制が整ってい

ることも考えられます。 
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続いて従業員規模に着目すると、「201人～1000人」の企業は、200人以下の企業と比べて「現場の受け入

れ・負担増」と「（グループ、社内ステークホルダー）理解促進」が<＋10pt以上>となっています。障害者の

採用人数が従業員数に比例して増えることが背景として考えられます。また、従業員数200名前後が企業トッ

プと現場の意思疎通がしやすい範囲だということも推測できます。 

一方、従業員200人以下の企業では「障害者の採用における量的・質的確保」<-10pt>や、「現場の受け入

れ・負担増」への課題感が低い理由としては、大手企業と比べて必要な雇用数が少ないことが考えられます。

ただし、採用が進んでいないことで、これらの課題が表面化していない企業もあるかもしれません。 

 

２．障害者雇用の課題に対する取り組み（複数回答） 

 

「仕事の配分・業務内容への配慮」が最多（58.1％）、以下「業務内容の明確化」「面談の実施」と続く。

ITや金融業などは「障害者専門のエージェント活用」が高く、経営層は「能力発揮のための機会創出」に

取り組むと回答（いずれも＋10pt）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者雇用の課題に対する取り組みは、1位「仕事の配分や業務量・業務内容への配慮」（58.1％）が最多と

なり、2位「業務指示内容の明確化」（48.3％）、３位「定期的/必要に応じた面談の実施」（42.7％）が4割を超

えました。 

従業員規模別で、回答数の割合に大きな差異はありませんでしたが、４位「障害者雇用専門のエージェント

を活用」（38.0％）は、「IT/通信」・「金融」が<＋10pt以上>、「運輸・物流」・「教育・福祉」・「小売り」は<
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－10pt以上>となり、業種別で利用傾向に違いがあることがわかりました。 IT/通信や金融をはじめ、業務に

一定以上の経験やスキルのある人材を求める傾向がある業種や企業では、障害者専門のエージェントを活用す

る傾向がありそうです。 

また、5位「個人の能力が発揮できる仕事や機会の創出」（33.9％）は、役職別でみると、「経営者・役員」、

「本部長・事業部長・部長」では、<＋10pt以上>となっています。上位役職者ほど、企業経営や人材戦略の

視点から、障害者も企業活動に貢献できる人材として、活躍を期待しているのかもしれません。 

 

３．障害者雇用を促進するために活用した「既存の制度や施策」（複数回答） 

 

1位「相談窓口の設置」（37.3％）が最多。2位「正社員登用制度」（36.2％）、3位「テレワーク活用・推進」

（34.7％）が続き、従業員規模「1001人以上」の企業は、いずれも4割を超える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者雇用を促進するために活用した「既存の制度や施策」は、1位「相談窓口の設置（就業・ハラスメント

等）」（37.3％）が最多で、2位「正社員登用制度」（36.2％）、3位「テレワークの活用・推進」（34.7％）で、

上位3位までの回答数は、ほぼ横並びとなり、4位「管理者層に対するD＆Iの理解促進」（25.7％）、5位「社員

のスキルアップ支援制度」（23.9％）が続きました。 

業種別では、2位「正社員登用制度」は、「人材サービス/アウトソーシング」、「小売り」が<＋10pt以上>、

3位「テレワーク活用・推進」は、「IT/通信」、「商社」が<＋10pt以上>の回答を集めました。 

また、「正社員登用制度」や「テレワーク活用・推進」は、従業員規模が501人以上をボーダーラインに、割

合が大きくなり、「1001人以上」では、いずれも4割を超え、「管理者層に対するD＆Iの理解促進」において

も、平均値を大きく上回りました。その要因として、必要な障害者雇用数が多く、採用競争力向上や求める人

材の確保が必要であるため、採用後の定着・活躍のための取り組みを進めている背景や、働き方改革やD&I推

進が進み、企業として制度が充実していることが考えられます。 
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<企業の声> 

・上司の推薦による正社員化。資格取得支援制度やEAP（従業員支援プログラム）の活用。 

（IT・通信/501～1000人/課長） 

・障害者雇用の正社員職種を新設。等級制度・目標設定を特例子会社と当社事務職の制度を参考に設定。 

（建設・プラント・不動産/1001人以上/一般職） 

・従来、時短勤務は育児または介護に限定していたが、障害者にも適用。（金融/101～200人/課長） 

・完全在宅勤務または月1回程度の在宅勤務でできる仕事を創出。(建設・プラント・不動産/1001人以上/課長） 

・採用条件の欄に、在宅勤務、フレックス制度を設けた。（メーカー/1001人以上/グループリーダー） 

・テレワークの推進とメンター制度の拡充。（運輸・物流/301～500人/課長） 

・フレックスタイム制やリモート勤務などの導入。（インターネット・広告メディア/501～1000人/一般） 

・まずは、管理職の理解を促すことが大前提と考えた。（運輸・物流/101～200人/経営者・役員） 

・障害者雇用に関する研修を、「基礎編と実践編」で年1回ずつ開催。（メーカー/1001人以上/課長） 

・発達障害の方の突出した能力を把握し、適正部署の配置は非常に効果があった。 

（メーカー1001人以上/経営者・役員） 

 

■回答者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■dodaチャレンジについて＜https://doda.jp/challenge/＞ 

dodaチャレンジはパーソルチャレンジが運営する障害者のための転職・就職支援サービスです。国内最大級の

登録者数を持ち、事業開始以来、数千人を超える障害者のご支援を行っています。国家資格などの専門資格を

持つ障害者専任のキャリアアドバイザーが、障害の状況や必要な配慮事項など、丁寧なヒアリングを通じて一

人ひとりの適性に合った転職活動をサポートしています。 

https://doda.jp/challenge/
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■パーソルチャレンジ株式会社について＜https://challenge.persol-group.co.jp/＞ 

パーソルグループの特例子会社として、2014年10月の設立以来、障害のある方への個人向けサービスとして、

国内最大級の求人・登録者数を持つ就職・転職支援サービス「dodaチャレンジ」、就労移行支援事業所「ミラ

トレ」、法人向けサービスとして、障害者雇用に関する多種多様な課題にお応えする「障害者雇用コンサルテ

ィングサービス」を展開しています。障害者採用の成功ではなく、定着までを考えた“障害者雇用の成功”を目

指し、障害者の自立および成長を幅広く支援しています。 

 

 

■「PERSOL（パーソル）」について＜ https://www.persol-group.co.jp/ ＞ 

パーソルグループは、「はたらいて、笑おう。」をグループビジョンに、人材派遣サービス「テンプスタッフ」、

転職サービス「doda」、ITアウトソーシングや設計開発など、人と組織にかかわる多様なサービスを展開して

います。 

また、人材サービスとテクノロジーの融合による、次世代のイノベーション開発にも取り組んでおり、市場価

値を見いだす転職サービス「ミイダス」、ITイベント情報サイトおよびイベント＆コミュニティスペース

「TECH PLAY」、クラウド型モバイルPOSレジ「POS＋（ポスタス）」などのサービスも展開しています。 

本リリースに関するお問い合わせ先 

パーソルチャレンジ株式会社 広報窓口 MAIL：inquiry@persol.co.jp 

https://challenge.persol-group.co.jp/
https://www.persol-group.co.jp/
mailto:inquiry@persol.co.jp

